
⾚穂市住まいの耐震化のご案内（建替工事費補助）                        R5.4 

 【お問合せ・申込先】⾚穂市都市計画課建築係（市役所２階）℡0791-43-6827  

 建替工事費補助  
１．建替工事費補助について  
 この制度では、同一敷地内で耐震性のない住宅から建て替える工事に要する経費に対し、補助金

を交付します（ただし、空き家は対象外となります。）。 

２．補助⾦の対象について 
 ① 対象となる経費（別表第５関係） 

  □ 補助事業の対象者が、第１項に定める住宅を第２項に定める住宅に同一敷地内で建て替え

る工事に要する経費（総額１００万円以上のものに限る。）（ただし、当該事業又は「ひょうご

住まいの耐震化促進事業」のうち「簡易耐震改修工事費補助」、「簡易な耐震改修定額助成」、

「シェルター型工事費補助」又は「住宅耐震改修工事費補助（居室耐震型改修工事）」の補助

金を受けた住宅については、過去に受けている補助金の額を控除するものとする。） 

１ 除却する住宅 以下のすべての要件を満たす住宅。 

⑴ 市内に所在する昭和５６年５月３１日以前に着工された戸建住宅（店舗等の用途を兼

ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の１／２未満のものに限る。）を

含む。） 
⑵ 所有者又はその所有者に準ずると認める者が自己の居住の用に供するもの 

⑶ 安全性が低いと診断されたもの 

２ 新築する住宅 以下のすべての要件を満たす住宅。 

⑴ 所有者が自己の居住の用に供するもの 

⑵ 兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）の住宅再建共済制度に加入するもの 

⑶ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省、国土交通省

令第１号）第１条第１項第２号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に適合してい

ること。ただし、令和３年度末までに設計に着手している場合は、この限りでない。 

⑷ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律

第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域でないこと。ただし、令和３年

度末までに設計に着手している場合は、この限りでない。 

② 対象者（別表第５関係） 

  次の要件をすべて満たす兵庫県民（個人） 

  □ 除却する住宅の所有者又はその所有者に準ずると認める者 

□ 新たに建築する住宅の所有者 

□ 所得が 1,200 万円（給与収入のみの者にあっては、給与収入が 1,395 万円）以下の者 

 ③ 対象となる住宅（第４条関係） 

  次のいずれにも該当しない住宅   

□ 建築基準法第９条に規定する措置が命じられている住宅 

  □ 建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第１００号）による改正前の建築基準

法第３８条の規定に基づく認定工法により建築された住宅 
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３．補助⾦額  １００万円（定額） 
 

４．補助⾦交付までの流れ 
 

       

 申請者    市役所（建築係）  

       

 

交付申請        

「補助金交付申請書」を赤穂市建築係

に提出してください。 

   

受付・審査 

＊ 応募者多数の場合は 

  抽選となります。 

 

       

 

契約 

（申請者と業者が契約） 

＊ 交付決定前の契約は 

補助対象外となります。 

   「交付決定通知書」を送付  

       

 工事 着手～完成      

       

 申請者から業者へお支払い      

       

 

実績報告        

「補助金実績報告書」を赤穂市建築係

に提出してください。 

   受付・審査  

       

 
「補助金請求書」を赤穂市建築係に 

提出してください。 

   市から「確定通知書」を送付  

       

 
補助金の受け取り 

（指定口座へお振込みします） 
   市から申請者へ補助金のお支払い  

       

 ＊ 交付決定通知後に事業内容の変更があった場合は、別途変更手続等が必要です。 
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５．申請書類等について  
 交付申請、実績報告に必要な様式は市ホームページでダウンロードすることができます。 

① 交付申請 提出書類一覧 

  □ 補助金交付申請書（様式第１号） 

□ 様式第建防１号（住宅概要書） 

□ 除却する住宅の所有者及び建築時期が確認できる書類で、次の各号のいずれかの写し 

⑴ 住宅の建築時の建築確認通知書又は検査済証 

⑵ 住宅の登記事項証明書 

⑶ 住宅の固定資産課税台帳登録証明（建築年月が記載されたもの） 

⑷ その他住宅の所有者、建築年月を証明する書類 

□ 除却する住宅の簡易耐震診断結果 

□ 申請者の所得証明書の写し 

□ 建替工事の見積書 

□ 新築する住宅の建築物エネルギー消費性能基準に適合していることが確認できる書類で、

次の各号のいずれかの写し 

 ⑴ 省エネ基準への適合性に関する説明書 

 ⑵ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１９条第１項前段（同条第４項にお

いて読み替えて適用する場合を含む。）の規定による届出書 

 ⑶ 住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に基づく設計住宅性能評価書 

⑷ その他の建築物エネルギー消費性能基準に適合していることが確認できる書類 

□ 委任状（代理人が申請手続を行う場合は、委任状に代理人の資格（建築士の場合は、一級・

二級等の別、登録番号（登録府県名等））を記載したもの） 

 

② 実績報告 提出書類一覧 

□ 補助事業実績報告書（様式第１１号） 

□ 交付決定通知書の写し 

□ 新たに建築した住宅の建築年月・耐震基準への適合状況・設計者が確認できる書類で、次

の各号のいずれかの写し 

⑴ 住宅の建築確認通知書及びその添付図書 

⑵ 前号に掲げるもののほか住宅の所有者、建築年月、現行の建築基準法への適合状況、設

計者を証明する書類 

□ 建替えに係る工事契約書の写し及び領収書の写し等 

□ 新たに建築する住宅の検査済証 

□ 完了写真 

□ 兵庫県住宅再建共済制度に加入証書の写し又は兵庫県住宅再建共済制度加入申込書の写し 

□ 委任状（代理人が申請手続を行う場合は、委任状に代理人の資格（建築士の場合は、一

級・二級等の別、登録番号（登録府県名等））を記載したもの） 

□ 補助金請求書（様式第１３号） 


